






された 2000年 4月における要介護（要支援）認定者数が約 220万人 2）であったのに対して、
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先行研究 記述の有無 障害 高齢 介護人材不足に関する言及内容
秋山 (1982) ○ × ○ ホームヘルパーの数が少ない。
清野 (1985) ○ × ○ わが国はヘルパー数が少ない。
須藤 (1989) ○ × ○ 90 年在宅福祉サービスの担手を得るのが困難
高橋 (1991) × × ○
小嶋 (1995) × × ○
須加 (1996) × × ○
新村 (2000) × × ○
石田 (2006) × × ○
橋本 (2007) × × ○
渋谷 (2010) × ○ ×
宮本 (2011) × × ○
佐草 (2015) × × ○
山下 (2016) × ○ ×













































































































































1） 日本は 2007年に、高齢化率が 21％を超え、超高齢社会となった。
2） https://www.mhlw.go.jp/topics/0103/tp0329-1-4.html（2018.10.2）
3） https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m18/1804.html（2018.10.2）
4） 総務省統計局のデータによると、2000年 4月の日本総人口は 1.2676億人であり、2018年 4月の日本



























14） 昭和 45年 8月 10日発児第 103号「心身障害児家庭奉仕員の派遣事業について」より（https://www.
mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8983&dataType=1&pageNo=1,2018.10.15）











20） 3度の制度改正とは、①「支援費制度」（2003年 4月から 2006年 3月まで）②「障害者自立支援法」（2006
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